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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーの信頼に応え、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、より透明性の高い公
正で効率的な経営体制を構築することによる企業価値向上の実現をコーポレート・ガバナンスの目的と考えており、コーポレート・ガバナンスの充
実・強化を経営上の重要課題の一つと位置づけております。今後も、さらなる充実・強化に努める方針であります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則について、全て実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

冨田　和久 980,000 15.42

森﨑　高広 275,146 4.32

彌永　玲子 249,409 3.92

山代ガス株式会社 203,000 3.19

宮越　則和 194,600 3.06

加賀電子株式会社 108,000 1.69

アセンテック株式会社 100,000 1.57

山本　智弘 68,000 1.07

原田　俊哉 64,100 1.00

株式会社ダイショー 64,000 1.00

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2024年9月30日現在の状況を記載しております。

大株主の状況の割合は、発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合を記載しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース、福岡 Q-Board

決算期 9 月



業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

枇杷木　秀範 他の会社の出身者

坂本　剛 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

枇杷木　秀範 ○ ―

同氏は、複数の事業会社において取締役を歴
任し、その豊富な経験と実績を活かして当社取
締役会の意思決定機能および監督機能の強
化に十分な役割を果たしていただけるものと判
断し、社外取締役に選任しております。なお、
同氏は、2024年9月末現在当社株式5,409株を
保有しておりますが、その他に当社との間に人
的関係、資本的関係、取引関係その他の利害
関係はなく、一般株主と利益相反のおそれがな
い高い独立性を有していると判断し、独立役員
として指定しております。



坂本　剛 ○ ―

同氏は、複数企業でのコンサルティング業務経
験や、上場時の内部統制担当役員を務められ
た経験があるほか、株式会社ラインクロスにお
いては代表取締役を務められ、各社の取締
役、社外取締役を歴任し、その豊富な経験と実
績を活かして当社取締役会の意思決定機能お
よび監督機能の強化に十分な役割を果たして
いただけるものと判断し、社外取締役に選任し
ております。なお、同氏は、2024年9月末現在
当社株式732株を保有しておりますが、その他
に当社との間に人的関係、資本的関係、取引
関係その他の利害関係はなく、一般株主と利
益相反のおそれがない高い独立性を有してい
ると判断し、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査を担当する経営企画部は、社内監査体制、監査計画、監査実施状況及び内部統制制度等の全般について随時常勤監査役に報告して
情報の共有化を図り、常勤監査役は実査の際に必要に応じて経営企画部長の意見を聴取しています。経営企画部は、主に会計に関する事項及
び内部統制に関する事項について半期に一度又は必要に応じて会計監査人と意見交換の場を設け、監査法人の見解を聴取するとともに必要に
応じて意見を申し述べ、緊密な連携を図っています。監査役は、半期に一度又は必要に応じて会計監査人との意見交換の場を設け、会計に関す
る事項はもちろん広範な事項について監査法人の意見を聴取するとともに必要に応じて意見の調整を図り、緊密な連携関係構築に努めていま
す。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 4 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

池田　登 他の会社の出身者

大原　和司 他の会社の出身者 ○

八尋　光良 弁護士 △

日下　健太 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与



c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

池田　登 ○ ―

同氏は、金融機関出身であり、長年の金融機
関業務、複数の事業会社での取締役及び監査
役の経験で培われた業務知識等、経営や会計
に関する知見等を有し、その長年の経験を当
社の監査に活かしていただけるものと判断し、
社外監査役に選任しております。なお、同氏
は、2024年9月月末現在当社株式3,391株を保
有しておりますが、その他に当社との間に人的
関係、資本的関係、取引関係その他の利害関
係はなく、一般株主と利益相反のおそれがない
高い独立性を有していると判断し、独立役員と
して指定しております。

大原　和司 ○

同氏は、株式会社アビタシオンの相談役
ですが、当社は同社に対しシステム開発、
保守、及びPC等販売を行っております
が、価格その他の取引条件は、市場価格
を勘案した一般取引と同様の条件として
おり、少額なものであります。

そのため、当社の主要な取引先には該当
しないことから、独立役員としての基準に
は抵触しないものと判断しております。

同氏は、企業経営者として経営管理の業務知
識・経験を積んでおり、また法律的知識につい
ても豊富であるため、その長年の経験を当社
の監査に活かしていただけるものと判断し、社
外監査役に選任しております。なお、同氏は、2
024年9月末現在当社株式35,200株を保有して
おりますが、その他に当社との間に人的関係、
資本的関係、取引関係その他の利害関係はな
く、一般株主と利益相反のおそれがない高い独
立性を有していると判断し、独立役員として指
定しております。

八尋　光良 ○

当社は、同氏が代表を務める八尋光良法
律事務所と2022年3月まで顧問契約を締
結しておりましたが、同契約は解消してお
ります。現在当社は、同事務所に所属す
る弁護士と直接顧問契約を締結しており、
同氏は一切関与しておりません。

そのため、独立役員としての基準には抵
触しないものと判断しております。

同氏は、弁護士として企業法務に精通してお
り、長年の経験と専門的知見を当社の監査に
活かしていただけるものと判断し、社外監査役
に選任しております。なお、同氏は、2024年9月
末現在当社株式3,534株を保有しております
が、その他に当社との間に人的関係、資本的
関係、取引関係その他の利害関係はなく、一
般株主と利益相反のおそれがない高い独立性
を有していると判断し、独立役員として指定して
おります。

日下　健太 ○ ―

同氏は、公認会計士として企業会計・監査業務
等に精通しており、また社外監査役の経験も豊
富であるため、その長年の経験と専門的知見
を当社の監査に活かしていただけるものと判断
し、社外監査役に選任しております。なお、同
氏は、2024年9月末現在当社株式1,502株を保
有しておりますが、その他に当社との間に人的
関係、資本的関係、取引関係その他の利害関
係はなく、一般株主と利益相反のおそれがない
高い独立性を有していると判断し、独立役員と
して指定しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する意欲や士気を高め、中長期的な株式価値の向上を目的として、ストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とするものです。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬の総額が1億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は行っておりません。取締役および監査役の報酬は、役員区分ごとに総額
で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

各取締役の報酬は、株主総会において決議された限度額の範囲内で、会社業績、各取締役の役割、責務及び貢献度等を総合的に勘案して、取
締役会において審議の上決定しております。また、監査役の報酬は、株主総会において決議された限度額の範囲内で、個々の監査役の職務に応
じた報酬額を監査役会で協議の上決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役を補佐する部署は総務部としております。

取締役会付議事項を事前に通知し、取締役会に関する資料等を必要に応じて事前に配布及び事前説明を行う等、十分な検討時間の確保に配慮
しております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制は次の通りであります。

・取締役会

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役７名で構成されており、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅
速な経営上の意思決定が行える体制としております。取締役会では、経営上の意思決定機関として、取締役会規程に基づき重要事項を決議し、
取締役の業務執行状況を監督しております。取締役会における具体的な検討内容としては、大型案件の受注、業務執行取締役の選定、取締役
の報酬、執行役員等重要人事に関する事項、サステナビリティに関する取組み等の検討を行っております。また、社外取締役は、社外の第三者の
視点で取締役会への助言と監視を行っております。なお、取締役会には監査役４名（全員が社外監査役）が出席し、必要に応じて意見陳述をする
等、取締役の業務執行状況を監査しております。内部監査担当部門は、内部統制、内部監査の状況について、定期的に取締役会への報告を
行っております。

・監査役会

当社の監査役会は、常勤監査役１名と非常勤監査役３名で構成されており、全員が社外監査役で、毎月１回の定例監査役会のほか、必要に応じ
て臨時監査役会を開催しております。監査役は、毎月の定例取締役会に出席し、臨時取締役会についても原則出席することとしております。常勤
監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見陳述を行う等、常に取締役の業務執行を監視できる体制と
なっております。また、監査役会は、監査計画の策定、監査実施状況、監査結果の検討等、監査役間の情報共有を図るとともに、内部監査担当者
及び会計監査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上を図っております。監査の実効性をより高める取組みとして、常勤監査役がテ
レワークで社内グループウエアを参照することにより、各部門の活動状況、稟議等参照できる環境を整備し、日々の事業活動についての確認等を
行っております。

・経営会議

経営会議は、取締役及び執行役員等で構成されており、最低毎月１回という頻度で、原則定例取締役会の前に開催しており、社外取締役及び常
勤監査役等もオブザーバーとして参加しております。経営会議では、（1）月次業績の予実差異の分析・報告と対応策の検討（2）サステナビリティに
関する取組み等の検討とKPI等の報告（3）取締役会への付議事項についての事前討議（4）取締役会から委嘱された事項についての審議（5）事業
計画（中期経営計画、単年度計画）の検討や修正対応の検討を行い、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図っております。

・コンプライアンス委員会

当社は、全社的なコンプライアンス体制の強化・推進を目的として、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、企業活動に
おける法令遵守、営業上の諸問題に対する対応例等について定期的に事例の共有・検討を行っております。コンプライアンス委員会の構成員は、
取締役及び監査役であり、原則毎月1回の頻度で開催しております。

（２）責任限定契約の内容

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役とも
に、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）または監査役が責任の原因となった職務の遂行につ
いて善意で重大な過失がない場合に限定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しております。また、業務執行における迅速な意思決
定を行う為、執行役員制度を導入しております。当社の取締役会は、当社事業に精通した取締役と客観的な視点を持つ社外取締役で構成されて
おり、取締役会において経営方針や重要な業務の意思決定等を行う一方、監査役会が独立した立場から監督を行うことで経営の効率性と透明性
を高め、コーポレート・ガバナンスの実効性を担保することが可能と判断し当該体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の招集通知については、早期発送に努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は9月30日決算のため、定時株主総会は12月に開催しております。株主総会の開催
日は、多くの株主にご出席いただけるよう一般的な年末の行事との重複を避け、出席しや
すい場所を確保するよう努めております。

電磁的方法による議決権の行使
パソコンまたはスマートフォンからインターネットを利用した議決権行使を採用しておりま
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後の検討課題であると考えております。

招集通知（要約）の英文での提供 今後の検討課題であると考えております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページ上のIRページにて公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向けの説明会を開催し、代表取締役社長が業績や経営方針を説
明しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

個別ミーティングを中心にした対応を行っており、定期的な開催は今後の検討
課題であると考えております。

なし

海外投資家向けに定期的説明会を開催
今後の株主構成を鑑みつつ、海外投資家向けの説明会を開催については今
後の検討課題であると考えております。

なし

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページ上のIRページにて公表しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署：経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、株式会社ピー・ビーシステムズ企業倫理綱領にて、積極的かつ適時適切な情報
開示に努め、事業活動の透明性を高める旨を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後の検討課題であると考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、当社ホームページ、決算説明会等により、株主・投資家をはじめとする全てのス
テークホルダーの皆様に、当社の経営方針、事業活動状況、財務情報等に関する情報を
分かりやすく公平かつ適時・適切に提供することを基本方針としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、次のとおり定めており、その方針に基づき内部統制システムの運用を行っておりま
す。

a.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社の取締役及び使用人が公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制を確立するため、「株式会社ピー・ビーシ

ステムズ　企業倫理綱領」を制定し、代表取締役社長が中心となってその精神を役職員に周知する。

(2) 会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるために、取締役会は企業統治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システ

ムの構築と法令・定款遵守の体制の確立に努める。

(3) 監査役はこの内部統制システムの有効性と機能を監査の方針に基づいて監査するとともに、定期的に検証を行うことで、課題の早期発見と是

正に努めることとする。

b.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）を行い、経営判断等のもととなった関連資料とともに保存する。文書管理に

おいては、主管部門を設置し、管理対象文書をその保管場所、保存期間及び管理方法等を定める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合に備え、適時閲覧可能な状態を維持する。

(3) 主管部門及び文書保管部門は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、継続的に改善を行う。

(4) 内部監査部門は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関して監査を行う。主管部門及び被監査部門は、是正又は改善の必要

がある場合には、その対策を講ずる。

c.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社の業務執行に係るリスクに関して、各関係部門においてそれぞれ予見されるリスクの分析と識別を行い、リスク管理体制を明確化するとと

もに、代表取締役社長が任命した内部監査担当者が各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報告する。

(2) 重大なリスクに対してしかるべき予防措置をとることとし、緊急時の対策等をマニュアル等に定め、リスク発生時には、これに基づき対応を行

う。

(3) 取締役会は、必要に応じて外部専門家（弁護士、公認会計士、税理士等）との連携をはかり、適切なリスク対応を行う。

d.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

(2) 取締役会の決議により、業務の執行を担当する執行役員を選任し、会社の業務を委任する。執行役員は、取締役会で決定した会社の方針及

び代表取締役社長の指示の下に業務を執行する。

(3) 事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確化するとともに、予算と実績の差異分析を通じて所

期の業績目標の達成を図る。

(4) 内部監査部門は、事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。被監査部門は、是正及び改善の必要があるときは、速やかに措置を講

ずる。

e.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役による監査が実効的に行われることを確保するために、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役社長
は監査役と協議の上、必要と認める人員を補助すべき使用人として指名する。

f,　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人は、取締役の指揮・監督を受けない専属の使用人とし、その任命、解任、人事異動、人事評価、懲戒処分、賃金
の改定等には監査役の事前の同意を必要とする。

g.　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす虞のある事実を

知ったときは、遅滞なく監査役に報告しなければならない。

(2) 取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定、内部監査の実施結果を遅滞なく監査役に報告する。

(3) 上記(1)から(2)の監査役への報告を行った者に対して、これを理由とする不利益な取り扱いを行うことを禁止する。

h.　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

　監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において確認の上、当
該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

i.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 代表取締役社長は、監査役と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見交換の他、意思の疎通を図るものとする

(2) 取締役会は、業務の適正を確保する上で重要な業務執行の会議への監査役の出席を確保する。

(3) 監査役は必要に応じて、独自に外部専門家（弁護士、公認会計士、税理士等）を活用し、監査役業務に関する助言を受ける機会を保障される

ものとする。

j.　財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

(1) 財務報告が適正に行われるよう、当基本方針に基づく経理業務に関する規程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効

性向上を図る。

(2) 財務報告に関して虚偽記載が発生する可能性のあるリスクについて識別、分析し、財務報告への虚偽記載を防ぐため、財務報告に係る業務

についてその手順等を整備し、リスクの低減に努める。

(3) 内部監査部門は、内部統制の欠陥に関する重要な事実等が発見された場合、遅滞なく、取締役会または経営会議に報告する。また、併せて

監査役へ報告する。

(4) 上記（1）から（3）に掲げる方針および手続等を運用するに当たり、ＩＴ環境の適切な理解とこれを踏まえたＩＴの有効かつ効率的な利用を推進し、

ＩＴに係る全般統制および業務処理統制の整備に努め、迅速かつ適切な対応ができるようにする。



(5) 内部監査部門は、財務報告に係る内部統制に対して監査を行い、その有効性について評価し、是正、改善の必要があるときは、遅滞なく代表

取締役社長に報告し、同時に監査役へ報告する。

k.　反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力との一切の取引を許容しない業務運営を図ることが、企業の社会的責任であることを十分に認識し、社会的正義を実践
すべく、毅然とした態度で臨むことを基本的な考え方として、以下の体制を整備する。

(1) 反社会的勢力に関する情報収集及び反社会的勢力への対応並びに役職員への教育については、総務部を統括部門とする。

(2) 総務部は、随時関係行政機関や弁護士に相談を行い、助言、指導等を受けることとする。

(3) 各業務執行部門は、取引先に対する反社会的勢力に関する調査を実施し、反社会的勢力との関係遮断に努める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力との一切の接触・取引を許容しない業務運営を図ることが、企業の社会的責任であることを十分に認識しており、社会的正
義を実践すべく、毅然とした態度で臨むことを基本的な考え方として、以下の体制を整備しております。

(1) 「反社会的勢力対策規程」を制定しており、同勢力に関する情報収集及び反社会的勢力への対応並びに役職員への教育については、総務部

を統括部門としております。

(2) 新規取引先についてはWeb検索及び日経テレコンでの記事検索を必ず行い、それでも疑義等が残る場合は、各業務執行部門は対象先及び経

営者の風評等の確認を行った上で必要に応じてリサーチ会社による調査を行って取引開始の可否を決定しています。また既存取引先等について
は日経テレコンによるチェックを概ね年に一度の割合で実施しております。

(3) 取引先と新たな取引が生じる際には、同勢力排除条項を設けた取引基本契約書あるいは暴力団等反社会的勢力排除に関する覚書を締結し

ており、現在の当社役職員からは、同勢力と関わり合いない旨の誓約書を受領しております。

(4) 総務部は、随時関係行政機関や弁護士に相談を行い、助言、指導等を受けることとしています。

(5) 当社は、公益財団法人福岡県暴力追放運動推進センターに加入しております。また総務部長を不当要求防止責任者に選任して所轄の警察署

に届出を行っており、地元警察と連携する体制を構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制に関するフローの模式図は、次のとおりであります。



【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

・決定事実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各部門 

・決定事実に関する情報整理 

・付議情報の基礎資料作成 

管理本部  

管理本部 
（適時開示責任者） 
・付議情報の事前入手 

・付議情報の内容確認 

・開示該当性の有無確認 

 

開示 

経営企画部 
（内部情報管理責任者） 
・開示該当性の有無確認 

管理本部 
・開示資料案の作成 

・議案上程 

・開示資料案の提示 

 

取締役会 

・議案審議、決議 

・開示資料の内容確認 

・決議の通知 

 



・発生事実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各部門 

・発生情報の通知 

 

管理本部  

経営企画部 
（内部情報管理責任者） 

・情報の内容確認 

・発生情報の報告 

・開示該当性の有無確認 

開示 

管理本部 
（適時開示責任者） 
・開示該当性の有無確認 

管理本部 
・開示資料案の作成 

・社長もしくは代行者への報告 

・開示資料案の提示 

 

社長もしくは代行者 

・検討/協議 

・開示資料の内容確認 

・開示の最終決定 



・決算情報 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取締役会 

・議案審議、決議 

・開示資料の内容確認 

・決議の通知 

管理本部  

管理本部経理部 
・決算数値確定 

・開示資料案の作成 

管理本部 
・議案上程 

・開示資料案の提示 

開示 


